












　2015 年 12 月 31 日 に ASEAN 経 済 共 同 体（AEC:ASEAN Economic Community） が 発 足 し た。 
これまで ASEAN は、AEC Blue Print において、①単一の市場と生産拠点　②競争力のある経済圏 





の 3 つの枠組みを設けて、これらの連結性が重要であると示し、2015 年までにこれらを強化することで、
経済成長、開発格差の縮小及び連結性の改善を実現することを目標 2）としていた。




















　分析にあたっては、2007 年から 2015 年の進出企業数と撤退企業数のデータを用いた 4）。
３−３　分析の結果
　分析の結果、ベトナムへの日系企業の進出企業数は、2007 年から 2010 年までは減少していた。その
後、2013 年まで増加したが、それ以降は、減少傾向が見られる（図 1）。
　一方、ベトナムからの日系企業の撤退企業数は、2008 年と 2011 年はゼロであった。しかし、それ以
外の年では、数社の撤退があり、特に 2009 年は 7 社の撤退があったことが明らかとなった。
　これらのことから、ベトナムへの進出は、進出企業数は減少している。しかし、撤退企業数がほぼ
０に近い値を示しているため、総進出企業数は、増加傾向が見られる。








































　その結果、回答で最も多いのは 1,000,000$ 以上で、全体の約 51.5% を占めている。次に多いのは
100,000 ～ 300,000$ 未満で、全体の約 12.9% を占めている 5）（表 2、図 3）。




0 ～ 100,000 ＄ 7 6.9%
100,000 ～ 300,000 ＄ 13 12.9%
300,000 ～ 500,000 ＄ 10 9.9%
500,000 ～ 1,000,000 ＄ 10 9.9%











　その結果、回答で最も多いのは、2011 年で、全体の約 14.9% を占め、次に多いのは、翌年の 2012 年
で、全体の約 10.9% を占めている 5）（表 3、図 4）。
　なお、設立年を 1970 年～ 1990 年、1991 ～ 1995 年、1996 ～ 2000 年、2001 ～ 2005 年、2006 ～ 2010 年、
2011～2015年の６つに分類すると、2011年以降に設立された企業が全体の約41.6%を占めている（表4）。
　このことから、今回の調査対象では、近年に進出した企業が多いと言える。
　　　　　　　　表 3　アンケート回答企業の設立年 表 4　年代別の分類結果　　　
設立年 1970 年 1975 年 1989 年 1991 年 1992 年 1995 年 1996 年
回答数 1 1 1 1 1 4 2
割合 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 4.0% 2.0%
設立年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年
回答数 1 2 1 1 3 1 3
割合 1.0% 2.0% 1.0% 1.0% 3.0% 1.0% 3.0%
設立年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 無回答 合計
回答数 15 11 6 6 4 4 101






トナム国内で全体の約 25.5% を占めている 5）（表 5、図 5）。
設立年 回答数 割合
1970 ～ 1990 年 3 3.0%
1991 ～ 1995 年 6 5.9%
1996 ～ 2000 年 7 6.9%
2001 ～ 2005 年 14 13.9%
2006 ～ 2010 年 25 24.8%
2011 ～ 2015 年 42 41.6%
無回答 4 4.0%
合計 101 100.0%







































































































































































































































































































～ 1990 年、② 1991 ～ 1995 年、③ 1996 ～ 2000 年、④ 2001 ～ 2005 年、⑤ 2006 ～ 2010 年、⑥ 2011
～ 2015 年）としている。
　その結果、サンプル数が少ない 1990 年までを除き、最も多い回答は、通関業務であった。次に多い








開港時間 輸送品質 物流品質 その他 合計
1970 ～ 1990 年 1 0 0 0 2 1 0 4
1991 ～ 1995 年 4 3 0 0 2 1 1 11
1996 ～ 2000 年 5 2 1 1 3 2 0 14
2001 ～ 2005 年 11 1 3 0 5 3 0 23
2006 ～ 2010 年 17 12 5 1 9 5 0 49
2011 ～ 2015 年 31 12 0 4 10 9 1 67
無回答 2 2 0 0 2 2 0 8

































ベトナム ラオス カンボジア ミャンマー タイ
その他
ASEAN
日本 その他 無回答 合計
1970 ～ 1990 年 0 0 0 0 1 1 2 0 0 4
1991 ～ 1995 年 2 0 0 0 1 0 3 1 0 7
1996 ～ 2000 年 2 0 1 1 1 1 4 2 0 12
2001 ～ 2005 年 5 0 0 0 2 4 11 2 0 24
2006 ～ 2010 年 11 0 0 0 4 2 19 3 1 40
2011 ～ 2015 年 18 0 0 1 3 0 31 4 1 58
無回答 1 0 0 0 0 1 1 0 0 3





























無回答 その他 日本 その他
ASEAN
タイ ミャンマー カンボジア ラオス ベトナム
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表 10　ベトナムへの進出年の分類別の主な輸入国
ベトナム ラオス カンボジア ミャンマー タイ
その他
ASEAN
日本 その他 無回答 合計
1970 ～ 1990 年 0 0 0 0 0 0 1 0 2 3
1991 ～ 1995 年 2 0 0 0 1 2 2 4 1 12
1996 ～ 2000 年 1 0 0 0 1 3 4 0 1 10
2001 ～ 2005 年 6 0 0 0 3 1 11 2 0 23
2006 ～ 2010 年 13 0 0 0 5 6 17 5 1 47
2011 ～ 2015 年 9 0 0 0 5 7 33 8 2 64
無回答 1 0 0 0 0 1 0 0 2 4




































無回答 その他 日本 その他
ASEAN





ベトナム カンボジア ミャンマー タイ
その他
ASEAN
日本 その他 無回答 合計
ベトナム 16 0 0 6 4 23 3 0 52
タイ 8 0 1 6 2 10 2 0 29
その他 ASEAN 11 1 2 4 3 12 5 0 38
日本 31 1 2 12 6 51 9 0 112
その他 7 0 1 4 2 18 4 0 36
無回答 0 0 0 0 1 5 0 6 12




１） 経済産業省 HP: http://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/east_asia/activity/asean.html
　　（2017 年 2 月 5 日アクセス）
２）経済産業省 HP: http://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/east_asia/dl/MPAC.pdf
























タイ ミャンマー カンボジア ラオス ベトナム
